
 

平 成 2 1 年 度 事 業 計 画 

 

Ⅰ 活動の基本方針 
  「法人会の基本方針」に則り、納税意識の向上、会員の研さん、社会への貢献を図り、公

益法人としての使命を達成するため、納税者団体として税務機関、関係団体との協調のもと

に納税道義の高揚、税務知識の普及及び向上による申告納税制度の推進を図り、もって税務

行政の円滑な運営に寄与する。 
  また、公益法人制度改革に対して、これに的確に対応するため「公益認定法人」を目指す

ことを基本方針としつつ、県連との連携を密にして、公益活動の充実、組織の充実を図る。 
  なお、事業活動においては、上記、公益法人制度改革への対応を意識し原点である「税」

に関する活動に軸足を置きながら、以下に掲げる諸施策に取り組む。 
 

Ⅱ 主な事業計画 
 Ⅰ 公益関係 
 ⑴ 税の啓発活動 
   税の啓発･租税教育については、公益法人として広く一般にも目を向けながら、納税意識

の向上と税知識の普及に資するための施策を講じる。 
   このため、税制関連の研修･講話等の充実を図るとともに、有益な資料を作成する等によ

り、会員及び一般に対する適切な広報を実施する。 
   また、小中学校の生徒等に対する教育を支援･実施するほか、「税を考える週間」への協

賛行事等を積極的に実施する。 
 ⑵ 税制改正提言活動 
   適正公正な税制と租税負担の合理化をはかるため、中小企業の活性化に資する税制をは

じめ、税のオピニオンリーダーとして税制に関する会員の意見を集約し、その意見が税制

に反映されるよう、関係機関に対し要望活動を展開する。 
 ⑶ 経営支援活動 
   会員の自己啓発を支援するため、法人会の根幹事業である税法･税務関係研修の強化に配

意しながら、研修内容の充実を図るとともに、経営の支援するための事業活動を展開する。 
   なお、公益法人制度改革に対応するため、研修内容をより充実させるとともに、一般の

参加も意識した事業活動の展開について検討する。 
 ⑷ 社会貢献 
   社会貢献活動については、引き続き「公益性」をより一層高めることに留意し、親会、

青年・女性部会が一体となった活動をさらに充実することとし、地域の実情に即した活動

を展開する。 
 ⑸ 研修会活動の充実 
   税法･税務を中心に研修会の開催強化に努め、研修参加人員の増大を図るとともに、研修



教材の充実を図る。また、申告納税制度の一層の定着に資するため、研修会等を通じて消

費税の「期限内納付推進運動」並びに「ｅ－Ｔａｘ」の普及推進に努める。 
   なお、新公益法人制度を踏まえ、会員企業に加えて一般市民等にも対象を広げた研修･講

演会を開催し、一層の公益性を高めることとする。 
 ⑹ 広報活動の充実 
   法人会のイメージアップ知名度向上や会員増強等を図るための広報を充実させるととも

に、新公益法人制度を踏まえ、広く国民に対し税の啓発に資する広報活動を積極的に展開

する。 
   また、消費税の「期限内納付推進運動」並びに「ｅ－Ｔａｘ」の普及に資するためにＰ

Ｒ活動を行う。 
   このため、ラジオＣＭの放送など、より効果的な活動を行うとともに、ホームページの

充実をより積極的に進める。 
 ２ 共益関係 
 ⑴ 福利厚生事業 
   福利厚生制度の円滑な運営と財政基盤の安定化のため、重点推進制度を中心とした活動

を展開する。 
   また、会員の企業価値を高めることにもなる福利厚生事業の拡充に努める。 
   なお、新公益法人制度を踏まえ、福利厚生制度のあり方や内容について検討する。 
 ⑵ 会員支援事業 
   優良経理担当者表彰を本年も計画し、会員に加入している企業のうち申告納税の良好な

事業所に勤務し、経理関係の仕事に精通された功績が認められた担当者を表彰することと

している。 
 ⑶ 会員増強運動 
   県内の経済情勢は、世界的金融危機が広まり、極めて厳しい社会･経済状況の下、会員数

の減少傾向が続いており、組織の強化･充実をはかるため、会員増強月間を設けるとともに、

会員の退会防止に努めながら、全会員一丸となった積極的な会員増強を図る。 
   加入率については、中長期的目標とし、県連全体の５０％への早期回復を目指すことと

する。 
 ⑷ 青年･女性部会の充実 
  イ 青年部会関係 
    「青年部会のあり方（指針）」に沿って「税の啓発」をはじめとする活動の充実を図る

とともに、「部会員増強運動」を引き続き推進する。 
    また、新公益法人制度を踏まえ、青年部会活動の大きな柱である「租税教育活動」の

より積極的な展開を図る。 
  ロ 女性部会関係 
    「女性部会のあり方（指針）」に沿って、部会員の資質向上と法人会活動の充実・活性

化に努める。 
    また、新公益法人制度を踏まえ、女性部会の活動をさらに充実させ、諸活動を積極的

に図る。 
      



 ３ 管理関係 
 ⑴ 規程の整備 
   公益法人制度改革に向け、諸規定を総合的に整備することとする。 
 ⑵ 諸会議 
   総会、役員会、委員会等の諸会議を計画的に開催する。 
 ⑶ 事務運営体制等の確立 
   時代にあった組織運営体制が常に望まれるところであり、特に公益法人制度改革に対応 

するため、所要の体制整備を行うとともに、県連や各単位会間の連携強化に努める。 
また、公益法人制度改革に関する研修会等の、全法連、県連、各種機関には積極的に加 

し、執務上必要な知識習得を図る。 
 なお、ＩＴ時代に対応したＥメール、ホームページ等の積極的活用および個人情報の管 
理の徹底を図る。 
 

 ４ その他、当会において実施することが必要と認める事業を行う。 
 



  (単 位 ： 　円）

科　　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　　　減 備　　　考

Ⅰ．事業活動収支の部
 　１．事業活動収入
    (1)基本財産運用益 17,500 17,500 0
　　      基本財産利息収入 17,500 17,500 0
    (2)特定資産運用収入 10,200 4,250 5,950
　　      特定資産利息収入 10,200 4,250 5,950
    (3)会費収入 9,132,000 9,299,000 △ 167,000
　　      一般会費収入 8,732,000 8,879,000 △ 147,000
          青年・女性部会会費収入 400,000 420,000 △ 20,000
    (4)事業収入 900,000 960,000 △ 60,000
          研修会会費収入 450,000 525,000 △ 75,000
          支部事業収入 200,000 200,000 0
          青年・女性部会会費収入 150,000 135,000 15,000
          広告収入 100,000 100,000 0
    (5)補助金収入 5,019,800 5,133,100 △ 113,300
　　　　　　(全法連補助金収入) ( 4,149,800 ) ( 4,213,100 ) ( △ 63,300 )
　　　　　事業費補助収入 2,249,800 2,313,100 △ 63,300
　　　　　事務局充実補助収入 1,200,000 1,200,000 0
　　　　　青年・女性部会補助収入 400,000 400,000 0
　　　　　 社会貢献活動補助収入 300,000 300,000 0
　　　　　　(県法連補助金収入) ( 870,000 ) ( 920,000 ) ( △ 50,000 )
　　　　　会員増強強化補助収入 400,000 400,000 0
　　　　　活動費助成補助収入 220,000 220,000 0
　　　　　旅費補助金収入 250,000 300,000 △ 50,000
    (6)雑収入 2,653,000 2,600,990 52,010
　　　　　受取利息収入 3,000 990 2,010 按分比率６６.７％

　　　　　事務委託収入 500,000 500,000 0
　　　　　雑収入 350,000 300,000 50,000
　　　　　懇親会等会費収入 1,800,000 1,800,000 0
    (7)繰入金収入 1,043,895 1,040,913 2,982
　　　　　    収益事業特別会計繰入金収入 1,043,895 1,040,913 2,982
  【事業活動収入合計】(A) 18,776,395 19,055,753 △ 279,358
 　２．事業活動支出
　　 (1)事業費 13,553,112 11,044,722 2,508,390
　　      研修会費 3,000,000 2,500,000 500,000
　　      社会貢献活動費 500,000 350,000 150,000
　　      広報費　 520,260 332,000 188,260 按分比率６６.７％

　　      会報発行費 850,000 800,000 50,000
　　      会員増強推進費 120,000 100,000 20,000
　　      支部活動費 4,235,904 4,295,522 △ 59,618 按分比率６６.７％

　　      地域部会活動費 66,700 265,600 △ 198,900 　　 　　  〃

　　      青年部会活動費 400,200 398,400 1,800 　　 　　  〃

　　      女性部会活動費 400,200 398,400 1,800 　　 　　  〃

　　      県連会費 240,000 240,000 0
　　      調査研究費 233,450 298,800 △ 65,350 按分比率６６.７％

　　      負担金 180,000 280,000 △ 100,000
　　      県連関係費 166,750 166,000 750 按分比率６６.７％

　　      渉外費 63,000 70,000 △ 7,000

 　　平成２１年度一般会計収支予算書　　

平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで



  (単 位 ： 　円）

科　　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　　　減 備　　　考

　　      慶弔費 250,000 250,000 0
　　      表彰費 180,000 100,000 80,000
　　      ＩＴ関係費 150,000 200,000 △ 50,000
　　      会議費 ( 100,000 ) ( 0 ) ( 100,000 )
             委員会 100,000 0 100,000
　　      役員報酬 316,558 0 316,558 按分比率６６.７％

　　      給料手当 1,580,090 0 1,580,090 　　 　　  〃

　　 (2)会議費 0 1,162,000 △ 1,162,000
　　      総会費 0 464,800 △ 464,800 按分比率６６.７％

          役員会費 0 332,000 △ 332,000 　　 　　  〃

          委員会費 0 199,200 △ 199,200 　　 　　  〃

          その他会議費 0 166,000 △ 166,000 　　 　　  〃

　　 (3)管理費 5,063,563 5,916,041 △ 852,478
          役員報酬 316,558 599,194 △ 282,636 按分比率６６.７％

          給料手当 1,580,089 3,123,655 △ 1,543,566 　　 　　  〃

          福利厚生費 553,610 531,200 22,410 　　 　　  〃

          会議費 ( 1,040,520 ) ( 0 ) ( 1,040,520 )
　　         総会費 466,900 0 466,900 按分比率６６.７％

             役員会費 333,500 0 333,500 　　 　　  〃

             委員会費 100,050 0 100,050 　　 　　  〃(厚生は除く)

             その他会議費 140,070 0 140,070 　　 　　  〃

          旅費交通費 200,100 199,200 900 　　 　　  〃

          通信運搬費 233,450 282,200 △ 48,750 　　 　　  〃

          什器備品費 0 19,920 △ 19,920 　　 　　  〃

          減価償却費 0 0 0 　　 　　  〃

           リース料 26,680 33,200 △ 6,520 　　 　　  〃

          消耗品費 200,100 232,400 △ 32,300 　　 　　  〃

          印刷製本費 73,370 73,040 330 　　 　　  〃

          賃借料 552,276 549,792 2,484 　　 　　  〃

          退職金共済掛金 120,060 119,520 540 　　 　　  〃

          支払手数料 66,700 53,120 13,580 　　 　　  〃

          新聞図書費 33,350 33,200 150 　　 　　  〃

          雑費 66,700 66,400 300 　　 　　  〃

  【事業活動支出計】(B) 18,616,675 18,122,763 493,912
  【事業活動収支差額】C(A-B) 159,720 932,990 △ 773,270
Ⅱ．投資活動収支の部   
 　１．投資活動収入
  【投資活動収入計】 0 0 0
 　２．投資活動支出
  【投資活動支出計】 200,000 500,000 △ 300,000
  【投資活動収支差額】(D) △ 200,000 △ 500,000 300,000
Ⅲ．財務活動収支の部   
 　１．財務活動収入
  【財務活動収入計】 0 0 0
 　２．財務活動支出
  【財務活動支出計】 0 0 0
  【財務活動収支差額】(E) 0 0 0
Ⅳ．予備費支出
　　    予備費支出 (F) 4,545,980 4,901,668 △ 355,688

　　 当 期 収 支 差 額 G(C+D+E-F) △ 4,586,260 △ 4,468,678 △ 117,582
　　 前期繰越収支差額 H 4,586,260 4,468,678 117,582
　　 次期繰越収支差額 G+H 0 0 0


	予算一般

